
自
主
財
源
16.1%歳入

平
成
27
年
度
各
会
計
決
算
か
ら
見
る
ま
ち
の
財
政
事
情

　

平
成
27
年
度
の
町
の
各
会
計
歳

入
歳
出
決
算
が
、
12
月
に
開
か
れ

た
第
４
回
町
議
会
定
例
会
で
認
定

さ
れ
ま
し
た
。

　
町
の
財
政
　
台
所
事
情
　
の
現

状
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

平
成
27
年
度
の
一
般
会
計
と
特

別
会
計
の
歳
入
総
額
は
44
億
１
，

７
７
４
万
円
（
前
年
度
比
５
億
９
，

６
３
２
万
円
、
15
・
６
％
増
）、
歳

出
総
額
は
42
億
２
，
４
６
７
万
円

（
前
年
度
比
６
億
３
，
９
７
９
万

円
、
17
・
８
％
増
）、
差
引
１
億
９
，

３
０
７
万
円
で
、
翌
年
度
に
繰
り
越

す
べ
き
財
源
を
控
除
し
た
実
質
収
支

は
１
億
３
，
７
４
３
万
円
で
し
た
。

　

一
般
会
計
の
歳
入
の
内
訳
を
見
る

と
、
町
税
な
ど
の
自
主
財
源
は
約

16
％
、
地
方
交
付
税
な
ど
国
な
ど
か

ら
交
付
さ
れ
る
依
存
財
源
が
約
84
％

を
占
め
て
お
り
、
国
な
ど
の
財
政
支

平
成
27
年
度
各
会
計
決
算
か
ら
見
る
ま
ち
の
財
政
事
情

一 般 会 計
歳入決算額  37億 3,415万 3千円（対前年度 6億 8,936万 1千円 増）

依
存

財
源　83.9%

地方交付税
17億7,946万2千円

47.7%

町債
8億1,841万6千円

21.9%

国庫支出金　
　2億1,419万円　5.7%

道支出金　
　2億4,469万円　6.6%

地方譲与税　
　2,317万9千円　0.6%

その他　
　5,164万4千円　1.4%

町税　
　1億6,338万4千円　4.4%

分担金及び負担金　　　
　1,866万円　0.5%
使用料及び手数料　　　
　4,158万4千円　1.1%

財産収入　　　　　　
　1,992万4千円　0.5%

繰越金
2億3,654万5千万　6.3%

その他　　　　　　
　1億2,247万4千円　3.3%

援
に
依
存
す
る
構
造
が
続
い
て
い
ま

す
。
ま
た
一
般
会
計
歳
出
の
グ
ラ
フ

を
見
る
と
、
次
ペ
ー
ジ
上
の
グ
ラ
フ

の
と
お
り
人
件
費
や
扶
助
費
な
ど

の
義
務
的
経
費
、
北
後
志
消
防
組

合
負
担
金
な
ど
の
補
助
費
、
特
別

会
計
へ
の
繰
出
金
を
合
わ
せ
た
約

17
億
６
千
万
円
は
、
地
方
交
付
税
交

 

収
支
は
約
１
億
４
千
万
円
の

　

黒
字
、
し
か
し･･･

 

急
が
れ
る
特
別
会
計
の
改
善

  

減
ら
な
い
一
般
会
計
か
ら
の
繰
入

収
入
で
特
定
の
事
業
支
出
に
充
て
る

独
立
採
算
制
を
原
則
と
し
て
い
ま

す
。
し
か
し
、現
状
の
特
別
会
計
は
、

使
用
料
や
基
準
内
の
一
般
会
計
か
ら

の
繰
入
金
だ
け
で
賄
う
こ
と
が
出
来

な
い
た
め
に
、
基
準
外
の
繰
入
（
赤

字
補
填
金
）
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

町
民
の
皆
さ
ん
か
ら
納
め
て
い

た
だ
い
て
い
る
町
税
約
１
億
６
，

３
３
８
万
円
の
ほ
ぼ
全
て
が
特
別
会

計
の
赤
字
補
填
へ
消
え
て
し
ま
っ
て

い
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

し
か
し
、
特
別
会
計
で
発
生
し
た

赤
字
を
放
置
し
た
場
合
、
赤
字
は
累

積
化
し
て
し
ま
い
ま
す
。
平
成
17
年

度
決
算
で
10
億
４
千
６
百
万
円
に
も

達
し
、
そ
の
解
消
に
７
年
も
の
苦
難

を
要
し
た
財
政
再
建
を
教
訓
に
、
貴

重
な
自
主
財
源
の
重
要
性
を
理
解
し

な
が
ら
も
、
基
準
外
繰
入
金
に
よ
る

赤
字
補
填
を
行
い
、
町
の
会
計
全
体

と
し
て
の
毎
年
度
の
財
政
収
支
の
均

衡
を
保
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
こ
と
か
ら
、「
行
政
・

公
共
サ
ー
ビ
ス
水
準
の
維
持
向
上
」

繰越金繰越金

その他　　　　　　
　1億2,

付
金
約
17
億
８
千
万
円
と
ほ
ぼ
同
額

で
、
町
独
自
の
新
た
な
振
興
策
や
施

策
の
充
実
に
向
け
る
財
源
に
余
裕
が

無
い
状
況
が
分
か
り
ま
す
。

　

一
般
会
計
で
約
１
億
３
千
万
円
余

の
余
剰
繰
越
金
が
生
じ
て
い
ま
す

が
、各
特
別
会
計
の
決
算
状
況
で
は
、

一
般
会
計
か
ら
の
基
準
外
繰
入
金
約

１
億
４
，
０
８
７
万
円
に
よ
り
赤
字

を
補
填
し
て
い
る
状
況
が
続
い
て
い

ま
す
。

　

特
別
会
計
は
本
来
、
水
道
使
用
料

や
国
保
税
な
ど
特
定
の
受
益
者
負
担

※各表・グラフの計

数は四捨五入してい

るため、合計では一

致しない場合があり

ます。

～
健
全
な
財
政
運
営
を
み
ん
な
の
努
力
で
～

 

“

”
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歳出決算額  35億 4,108万 3千円（対前年度 1,521万 7千円 増）

一 般 会 計

投
資
的
経
費
　

 29.7%

そ
の
他の経費 41.9%

人件費
5億6,953万円
　　　 16.1%

扶助費　　
 9,796万8千円　
　　　　　2.8%

公債費
3億3,639万4千円
　　　　　　9.5%

普通建設事業費等
10億5,317万2千円

29.7%

物件費
5億360万4千円

14.2%

維持補修費
　1億401万6千円
        2.9%

補助費等
3億6,510万7千円
　　　　　　10.3%

繰出金
3億9,493万3千円
　　　　　　11.2%

その他
　36万円　0.0%

区　分 歳出額 構成比

議 会 費 56,233 1.59%

総 務 費 1,029,198 29.06%

民 生 費 1,027,215 29.01%

衛 生 費 129,165 3.65%

農林水産業費 102,098 2.88%

商 工 費 88,057 2.49%

土 木 費 331,216 9.35%

消 防 費 185,170 5.23%

教 育 費 254,529 7.19%

公 債 費 336,394 9.50%

そ の 他 1,808 0.05%

合 計 3,541,083 100%

歳出（目的別）　　　　　（千円）

平成 27 年度 決算報告

 

監
査
委
員
の
意
見

平成 27 年度実施の主な事業・財源内訳

や
特
別
会
計
へ
の
基
準
外
繰
出
金
縮

減
の
た
め
、「
税
や
住
宅
使
用
料
な

ど
の
滞
納
対
策
の
強
化
」
と
「
使
用

料
な
ど
の
受
益
と
負
担
の
あ
り
方
」

な
ど
、
改
革
の
検
討
の
重
要
性
に
つ

い
て
、
町
ぐ
る
み
で
共
通
の
認
識
を

深
め
、
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
て

い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

国･

地
方
が
行
財
政
縮
小
の
時
代

を
迎
え
て
い
る
今
、
町
の
三
つ
の
課

題
で
あ
る「
財
政
の
健
全
維
持
」、「
行

政
サ
ー
ビ
ス
・
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
水

準
向
上
」、「
町
の
振
興
・
地
域
の
活

性
化
」
の
克
服
と
両
立
の
た
め
、
町

民
の
皆
さ
ん
の
よ
り
一
層
の
ご
理
解

特別養護老人ホーム施設本体
工事費等への補助及び町が実
施した外構整備関連工事費等

身障者等に配慮した多
目的トイレを新設

■地域密着型特別養護老人ホーム整備事業

■島武意公園公衆トイレ建設事業

総事業費：6億 4,810 万円

総事業費：1,947 万 2 千円

平成 27 年度の主な事業・財源内訳の例

道 (国)費：1億 5,174 万 5 千円
過 疎 債：4億 8,390 万円
そ の 他：165 万 9 千円
一般財源：1,079 万 6 千円

国　  費：1,363 万円
辺 地 債：580 万円
一般財源：4万 2千円

歳出
（性質別）

義務的

経
費
　
 2
8.
4%

積立金
　1億1,599万9千円　3.3%

合計
17億6,393万2千円

　「財政健全化判断比率」についての監査委員の意見（抜粋）

■簡易水道事業特別会計
　独立採算制を基本とした経営状況の健全化に近づけるため、加入率の向上や使用料の滞納対策など、改善努力

が必要である。

■下水道事業特別会計
　独立採算制を基本とした経営状況の健全化に近づけるため、加入率の向上等の改善努力が必要である。

■産業交流雇用対策推進事業特別会計

　施設等の老朽化に伴う更新の必要性が高まるなど、管理費用の増嵩が懸念される。中長期的な視点での資金需

要の把握と、経営の健全化に向けた一層の改善努力を期待する。

と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

平
成
28
年
９
月
の
第
３
回
町
議
会

定
例
会
で
の
財
政
健
全
化
判
断
比
率

に
関
す
る
報
告
で
は
、
簡
易
水
道
事

業
、
下
水
道
事
業
、
産
業
交
流
雇
用

対
策
推
進
事
業
（
岬
の
湯
し
ゃ
こ
た

ん
）
の
３
特
別
会
計
の
「
財
政
健
全

化
判
断
比
率
」
に
つ
い
て
、
下
記
の

と
お
り
監
査
委
員
か
ら
意
見
が
あ
り

ま
し
た
。
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平成 27 年度 決算報告

■ 基金積立金の推移

■ 地方債残高の推移

　町の貯金にあたる基金は、減債

基金に 7,500 万円、北海道備考資

金組合基金に 2,573 万円など合計

1 億 1,356 万円を新たに積立て、

まちづくり活動支援基金などから

4,539 万円の取崩しを行い、総額

12 億 8,822 万円の基金保有残高

です。

（億円）

（億円） 　地方債は、町が事業を行う借金

です。毎年 3億円程度を償還して

います。H27 年度は、特別養護老

人ホーム整備事業や島武意通り線

改良事業、観光協会運営補助、プ

レミアム商品券補助など総額 8億

1,842 万円の新たな借り入れを行

いました。そのうち、償還財源と

して国の支援措置がある過疎債及

び辺地債、臨時財政対策債を 7億

5,092 万円を活用しました。

（注）備荒資金 4億 1,830 万円と土地開発基金 7,725 万円を含む。

一般会計 特別会計

6.20

29.96

15.50

45.46

9.17

11.37

H23 H24 H25

H23 H24 H25

29.97

43.47

29.59

11.54

41.13

特 別 会 計

歳入歳出決算額

まちの基金（貯金）と地方債（借金）の現状は？

※備荒資金・土地開発基金については公表されていないため、除いた金額で他市町村

　　と比較します。

12.16

H26

H26

40.49

10.75

29.74

H27

12.88

H27

13.50

44.40

34.84

9.56

・後志管内平均額
　　　22 億 8,700 万円

・全道基金保有高
　179 市町村中、177 位

・後志管内基金保有高
　　　19 町村中、19 位

・町民一人あたりの
　　　　　　 基金残高
　　　　　　　57 万円

※

・後志管内平均額
　42 億 9,580 万円（一般会計）

・全道地方債残高
　179 市町村中、164 位

・後志管内地方債残高
　　　19 町村中、13 位

・町民一人あたりの
　　　　　 地方債残高
　　　　　　 196 万円

－他の市町村と比べると ･･･ －

会　計　名
歳入決算額

歳出決算額
一般会計からの繰入金（内 基準外繰入金）

簡 易 水 道 事 業 1億7,100万 2千円    　1億847万8千円（2,874万 1千円） 1億 7,100万 2千円

国 民 健 康
保 険 事 業

事業勘定 1億9,455万 8千円    　  6,245万 8千円（1,611万 0千円） 1億 9,455万 8千円

直診勘定 6,970万 7千円     　 1,781万 3千円（1,700万 3千円） 6,970万 7千円

下 水 道 事 業 5,813万 5千円      　4,838万 9千円（3,415万 8千円） 5,813万 5千円

介護福祉サービス事業 3,602万 4千円     　 1,584万 0千円（1,546万 5千円） 3,602万 4千円

産業交流雇用対策推進事業 1億1,732万 1千円    　  2,939万 6千円（2,939万 6千円） 1億 1,732万 1千円

後 期 高 齢 者 医 療 3,684万 0千円        1,673万 4千円（0円） 3,684万 0千円

合　　計 6億8,358万 6千円   2億 9,910万 7千円（1億4,087万 3千円） 6億 8,358万 6千円

－他の市町村と比べると ･･･ －
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